
ひとり親家庭の収入 

本市ひとり親家庭の状況 
資料１－２  

支援策を活用した就労収入の増加の例 

（例）母・子ども1人　離婚時の年齢　母：33歳，子：5歳（厚生労働省「平成23年度全国母子世帯等調査結果」ひとり親世帯になった時の親及び末子の平均年齢）

ケース１　ひとり親となってすぐに就労し，実務経験を積み，スキルを向上させ，正社員となる

母 33歳 35歳 40歳 45歳 50歳

●小学校入学 ●中学校入学 ●高校入学 ●就職・進学

子 5歳 6歳 7歳 8歳 9歳 10歳 11歳 12歳 13歳 14歳 15歳 16歳 17歳 18歳 19歳 20歳 21歳 22歳 23歳
就労収入
（年間）

129.6万円 204万円 240万円 300万円

＜月収＞ 就労17万+手当4.3万（④） 就労20万+手当3.5万（⑤）

　 企業との連携による就労支援事業 等 ●母子寡婦福祉資金貸付 ●母子寡婦福祉資金貸付

 　自立支援教育訓練給付金事業 等 ●高等学校等就学支援金（給付型奨学金）

ケース２　ひとり親となってすぐに就労し，その後高度な資格取得のための学校に通い，専門職に就く

母 33歳 35歳 40歳 45歳 50歳

●小学校入学 ●中学校入学 ●高校入学 ●就職・進学

子 5歳 6歳 7歳 8歳 9歳 10歳 11歳 12歳 13歳 14歳 15歳 16歳 17歳 18歳 19歳 20歳 21歳 22歳 23歳
就労収入
（年間）

129.6万円 0円 300万円 364.8万円 420万円

＜月収＞ 就労25万+手当2.8万（⑥） 就労30.4万+手当1.9万（⑦）

●母子寡婦福祉資金貸付 ●母子寡婦福祉資金貸付

●高等学校等就学支援金（給付型奨学金）児童扶養手当

児童扶養手当

（子育て）保育所・病児病後児保育事業・留守家庭児童会

（就業･転職）

（資格取得）

（子育て）日常生活支援事業・ファミリーサポートセンター事業

就労25万

（子育て）日常生活支援事業・ファミリーサポートセンター事業

就労10.8万+手当5.4万（②）

就労10.8万+手当
5.4万（②）

（資格取得）
高等職業訓練

促進給付金事業

給付金10万+
手当5.4万

手当+
預貯金

（子育て）保育所・病児病後児保育事業・留守家庭児童会

就労35万

35万

30万

25万

20万

15万

35万

30万

25万

20万

15万

10万

利用する
支援策

利用する
支援策

就職

（パート）

就職（正社員）

25万

10万

看護学校

入学

就職（看護師）

15万

就職

（パート）

子が小さいときから個々の状況や希望にあった適切な支援策を計画的に利用することで，収入増加を目指す。 

１，２からの考察  
 
 ひとり親家庭の多くは，就労収入
が低く，手当支給や医療費助成，
就学援助等の支援策を利用しなが
らやりくりしているが，生活は厳しい
状況にある。 
 また，就労により市民税所得割が
課税になるまでの期間については，
４６％が１年未満，６７％が３年未満
となっている。 
 このようなことから，今後，就労収
入増加のための支援を充実させる
ことにより，一定の収入を得るまで
の期間が短くなるよう支援すること
が重要である。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 参考

所得が０となる
年収６５万円以下

児童扶養手当
全部支給

本市母子世帯の
平均就労収入

住民税非課税
（寡婦控除あり）

児童扶養手当
一部支給

児童扶養手当
一部支給

児童扶養手当
所得制限内

児童扶養手当
所得超過

就労年収（扶養１人の場合） 650,000 1,296,000 1,716,000 2,040,000 2,400,000 3,000,000 3,648,000

想定される職種
・前年中専業主婦
・短時間パート
・無職

・パート
・パート
・派遣社員

・市の非常勤職員
・契約社員
・正社員

・正社員
・正社員
・資格職

・正社員
・資格職

＜親と小学生の子１人からなる世帯の家庭収支をニーズ調査などから推計＞

就労月収 54,000 108,000 143,000 170,000 200,000 250,000 304,000

児童扶養手当 41,000 41,000 34,000 30,000 25,000 18,000 9,000 ※
児童手当 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

市単独手当 3,000 3,000 3,000 3,000 所得制限以上 所得制限以上 所得制限以上 ※

合計 108,000 162,000 190,000 213,000 235,000 278,000 323,000

住民税（寡婦控除適用） 0 0 0 0 6,000 10,000 13,000 ※
所得税 0 0 1,000 2,000 3,000 5,000 6,000

社会保険 3,000 7,000 7,000 9,000 10,000 13,000 16,000

厚生年金 0 0 13,000 15,000 18,000 23,000 28,000

家賃 35,000 38,000 38,000 38,000 38,000 38,000 38,000

ガス・水道・電気 17,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

携帯電話 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

食費 25,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

医療費（助成後） 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 ※
車保険，車税，燃料費 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

学校費（就学援助後） 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 ※
留守家庭児童会 なし 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

その他衣服等 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

合計 108,000 130,000 144,000 149,000 160,000 174,000 186,000

月収－支出 0 32,000 46,000 64,000 75,000 104,000 137,000

※はひとり親家庭への支援策

29.6% 17.3% 11.5% 9.0% 7.6% 9.5% 6.2% 9.3%

月
収

支
出

収入区分

本市児童扶養手当認定者
の分布

国年

国保

国年

国保

内訳（およそ）：

前年中専業主婦4%

生活保護受給者9%

 児童福祉手当の支給期間に見る， 
ひとり親となった後，市民税所得割が 
課税になるまでの期間 
（左表の④を超えるまでの期間） 

１ 就労収入ごとの家計収支の状況 ２ 一定の収入を得るまでの期間 

別紙１－１の２のグラフの再掲 

１年未満
４６％

２年未満
１１％

３年未満
１０％

４年未満
７％

５年未満
７％

５年以上
１９％


